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イランからの武器の輸入禁止措置に伴う税関の対応について 

 

イランの核問題に関し、本年３月 24 日に採択された国連安全保障理事会決議

第 1747 号において、イランからの武器及び関連物資の輸入禁止措置を実施する

ことが決定され、本日（５月 18 日）、「イランの拡散上機微な核活動等に関与す

る者の資産凍結及びイランからの武器の輸入の禁止等の措置について」が閣議

了解されたところである。 

これを受けて、イランからの武器及び関連物資の輸入禁止措置を実施するた

めの輸入公表の一部を改正する告示が本日付で告示され、５月 19 日から実施さ

れる予定である。 

イランに対する輸入禁止措置については、国連安全保障理事会決議第 1737 号

（平成 18 年 12 月 23 日）に基づき、本年２月 17 日から核及びミサイル関連品

目の輸入が禁止されており、当該措置に伴う税関の対応については、「イランに

対する輸入禁止措置に伴う税関の対応について」（平成19年２月16日財関第178

号。以下「実施通達」という。）により通知したところである。 

今般の新たな輸入禁止措置の実施に伴い、税関においては、経済産業省貿易

経済協力局長からの通知（別添）をも踏まえ、引き続き実施通達に基づき、こ

れら輸入禁止措置の実行の確保に努められたい。 

 

 



【別添】

経 済 産 業 省

平成19･05･16貿局第5号

平成１９年５月１８日

財務省関税局長 殿

経済産業省貿易経済協力局長

イランに係る輸入禁止の追加措置について

上記の件について、国連安保理決議第１７４７号に基づき別紙のとおり告示されること

になるため、税関においても本改正の趣旨を踏まえ当省と連携の上、御対応方よろしくお

願い致します。
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